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((((1111)))) 人口減少時代人口減少時代人口減少時代人口減少時代をををを迎迎迎迎えるえるえるえる““““とちぎとちぎとちぎとちぎ””””

①①①① 人口人口人口人口
本県の人口は、昭和３０年代以降ほぼ一貫して増加が続いており、平成９（ ）年９1997

月に２００万人に到達した後、平成１６（ ）年１０月には約２０１万５千人となって2004
います。一方、未婚率の上昇や晩婚化の進行等により出生数は減少を続けていますが、こ

れまでは平均寿命の伸長等による死亡数の減少により人口の自然増加は維持されてきまし

た。しかし、平成１５（ ）年には本県の合計特殊出生率は全国の１．２９よりは高い2003
ものの１．３８まで低下しており、自然増減は増加から減少に転じる過渡期にあると推測

されます。また社会増も安定成長時代においては大幅な増加は期待できない状況にあるこ

とから、本県の人口は、ここ数年をピークとして、その後ゆるやかに減少していくと予測

されます。

栃木県の人口の見通し
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② 人口構成
本県の年齢別人口構成は昭和６０（ ）年頃までは、４人に１人が年少人口、１０人1985

に１人が老年人口という割合で安定していました。しかし、その後出生率の低下等による

年少人口の減少と、平均寿命の伸長等による老年人口の増加が同時に進行し、急激なスピ

ードで少子高齢化が進んでいます。このような中、平成１０（ ）年には、老年人口が1998
年少人口を上回り、以降その差は拡大し続けており、６５歳以上の人口が全体に占める割

合は平成２７（ ）年には４人に１人に達すると予測されます。2015

(2) 安定した経済を維持する“とちぎ”

① 県民所得

近年の景気後退により、本県の経済も

ここ数年低迷を続けてきましたが、こう

した中にあっても、１人当たりの県民所

得 の全国順位は平成１４年度には７位
※

となっています。平成１７年１月に発表

%された国の経済見通しでは 年率１ ５、 ．

程度の経済成長を見込んでおり、本県に

おいても、同程度の成長を維持していく

ことが可能であると想定されます。これ

に伴って１人当たりの県民所得も平成２

７（ ）年には４１０万円程度(実質)2015
になると予測されます。

【 】 、 、１人あたり県民所得 県民や県内に立地する事業所が手に入れた所得の合計を 人口で割ったもので

県の総合的な経済力を示す指標の１つ。

１人あたり県民所得（実質・１９９５年価格）の見通し
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本県の年齢３区分別人口構成の見通し
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四捨五入の関係で合計が１００％にならないものがあります。
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② 産業・就業構造

本県は、昭和３０年代後半から積極的な工業化政策を行い、工業県として高い成長を遂

げてきました。製造品出荷額等は約 兆 千億円で全国１１位(平成 年)と、全国でも7 7 15
上位に位置しています。また、農業産出額は約２，７８６億円で全国９位（平成 年 、15 ）

小売業販売額は約 兆８４８億円で全国２０位(平成 年)となっています。今後も着実2 14
な成長を続け、県内総生産（実質）は、平成２７年（ ）年には約１０兆２千億円と平2015
成１２年の約１．２倍に達すると予測されます。また、第３次産業への移行が進み、県内

総生産や就業者割合に占める第３次産業の割合は今後とも増大を続けると予測されます。

県内総生産額(実質・1995年価格)の見通し
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本県の産業別就業者割合の見通し
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第３次産業第２次産業第１次産業

四捨五入の関係で合計が１００％にならないものがあります。


